
意見書案第１３号 

中国に対して、自由や民主主義といった普遍的価値が保障されるよう働きか

けることを求める意見書 

あ国連の人種差別撤廃委員会は、平成３０年９月、中国に関する総括所見を発表し、ウイ

グル人等が法的手続きなしに長期にわたって強制収容されて再教育が行われていることな

どについて、切実な懸念を表明した。 

あ本年２月にはウイグル人の女性が収容施設において性的な被害に遭ったことを証言し、

米国や英国が懸念を表明するほか、各国からも調査を求める声が上がっている。 

あ米国前政権下での国務長官は中国政府によるウイグル人らへの迫害についてジェノサイ

ドかつ人道に対する罪だと認定し、現在の国務長官も同意しており、実際２月に行われた

中国の代表者との電話対談において、ウイグル自治区等における人権と民主的な価値観を

擁護し続けると言う趣旨の発言をしている。 

諸外国においても、ウイグル自治区等で行われていると考えられている大規模な恣意

的勾留、人権弾圧を憂慮しており、国連総会においてウイグル自治区等における人権侵害

に重大な懸念を表明する共同声明を発表したが、昨年１０月には３９カ国だったものが、

本年１０月においては４３カ国となっている。 

また、米国では企業側にウイグル産の輸入品が生産過程で強制労働と無関係であるこ

とを証明することを義務付けるウイグル強制労働防止法を可決させており、日本企業にと

っても現実的な経営リスクとなり、中小企業にとっては死活問題となりかねない。 

あ以上のような世界的状況にも関わらず、政府は人権状況について懸念をもって注視して

いるという趣旨の発言を出すに留まっているが、人権を尊重し共に生きる社会をつくるこ

とについてこれまで一貫して取り組んできた本市議会としては隣国での人権問題に関心と

懸念を抱いている。 

あよって、国におかれては、中国政府に対し国際社会において普遍的価値とされている自

由や民主主義、基本的人権、法の支配が確実に保障されるよう、国際社会と連携し、働き

掛けることを強く要望するものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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